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研究成果の概要（和文）：市民の環境に対する配慮行動など、シティズンシップが育っていると

いわれるドイツのシティズンシップ教育の事例から、特に個人の生活活動を視点としたシティ

ズンシップ教育の扱いについて、学校関係者や研究者への聞き取り調査、家庭科教育のカリキ

ュラム研究、シティズンシップ教育実践研究等から分析したうえで、日本の家庭科教育への導

入と展開をめざす。 

 

研究成果の概要（英文）：The citizenship of Germany is grown up from the consideration of 

environment behaviors. This study analyzes from this good Models of German citizenship 
education especially the individual life activities of peoples. The method of this Study 

is interviews to officials in public Schools or researchers at universities, curriculum 

research of home economics education, and practice research of citizenship education in 

Germany. Finally, introduction and deployment of citizenship education in Japanese home 

economics education are aimed at this research. 
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１．研究開始当初の背景 

 

(1) 我が国のシティズンシップ教育は、1990
年代以降、学校教育において関心が高まりつ
つあるが、その事例はまだ少ない。そのため、
シティズンシップ教育が家庭科、総合学習や
他教科において積極的に展開できるような
学校全体での整備が求められている。その整
備課題としては、学校独自のカリキュラムの
検討、資料収集と教材研究、専門的知識・技
術をもつ指導者の育成、学校と家庭・地域と

の連携、教員自身の意識改革などが挙げられ、
これらの課題について今後検討していく必
要がある。 
 
(2) ドイツなどの欧州諸国においては、シテ
ィズンシップ教育の導入が進んでいる。この
実施例として、1997 年から 2000 年にかけて
欧州全体で行われた民主的シティズンシッ
プ 教 育 「 Education for Democratic 
Citizenship」のプロジェクトなどが挙げら
れる。 
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(3) 自律的に社会の意思決定にかかわろう
とする市民は、日常の生活において様々な矛
盾を体験し、その違和感を個人の価値観とい
う形で解消し、行動しようとする。この価値
判断が、シティズンシップ教育で育む能力と
いえる。したがって、家庭科教育におけるシ
ティズンシップ教育の課題は、生活活動と深
くかかわっている学習を通して、子どものエ
コロジカルな価値観を育て、実践する能力を
養うことである。 
 
２．研究の目的 

 

(1) シティズンシップおよびその教育理論
について、国際的動向を踏まえた上で、個人
の生活活動とシティズンシップ教育との関
連性について整理し、家庭科教育におけるシ
ティズンシップ教育の今日的課題を把握す
る。 
 
(2) ドイツのシティズンシップ教育の動向、
学校教育でのカリキュラムや教育内容、大学
や教育関連施設と連携した教材開発、専門家
の育成、地域での実践事例について現地調査
を行い、ドイツのシティズンシップ教育の現
状を把握し、課題について分析する。 
 
(3) シティズンシップ教育の理論とドイツ
のシティズンシップ教育の課題について整
理した後、日本の家庭科教育でのカリキュラ
ムのフレームワークを検討し、具体的な授業
案を作成する。 
 
３．研究の方法 

 

(1) 生活者としての個人の行動に介入する
要因として、シティズンシップを取り上げ、
家庭科教育におけるシティズンシップ教育
の役割について検討する。そのため、ドイツ
のシティズンシップ教育の事例から、学校の
カリキュラムや地域連携など、上記に述べた
シティズンシップ教育の学校教育における
課題について検討し、日本の家庭科教育での
実践的なシティズンシップ教育に向けて指
導案を作成し、考察する。具体的には、次の
手順で明らかにする。 

 

①シティズンシップに関する日本とドイツ
の文献調査と筆者がこれまで収集したドイ
ツの学校教育に関する文献の整理から、両国
のシティズンシップ教育の方向性について
まとめる。 

 

②ドイツの学校教育での実践事例の収集を
行うため、初等・中等教育の学校施設、教員
養成課程を有する大学施設、教員研修を実施
している教育委員会および関連施設にて現

地調査を行う。 

 

③ドイツの大学にてシティズンシップ教育
の研究者からの聞き取り調査を行い、学校教
育におけるシティズンシップ教育だけでは
なく、公教育と社会教育を包括したシティズ
ンシップ教育の理論について把握する。 

 

④日本の家庭科教育でのシティズンシップ
教育の導入と展開について考察し、具体的な
授業内容を提案するために、カリキュラム開
発を行う。 

 
４．研究成果 
 
(1) シティズンシップに関する国内外の文
献調査とドイツの学校教育に関する文献の
整理から、ドイツのシティズンシップ教育の
方向性を調べた。次に、ドイツのシティズン
シップ教育の動向、学校教育でのカリキュラ
ムや教育内容、大学や教育関連施設と連携し
た専門家の育成、地域での実践事例について
現地での聞き取り調査を行い、ドイツのシテ
ィズンシップ教育の現状を把握し、課題につ
いて分析した。 
  その結果、ドイツでは、"Demokratie lernen 
& leben"プロジェクトなどすでにシティズン
シップ教育を学校全体で推進している事例
があることが分かった。しかし同時に、実際
の学校教育現場においてシティズンシップ
教育を推進していくうえで、教員間での専門
性と教育力に限界があることも分かった。そ
のため、今後ドイツでは、教員以外の専門家
の育成に入れていくこととしている。この専
門家育成のプログラムは、2010年から本格的
に始動しているため、今後のプログラムの活
動に注目していく予定である。 
 
(2) ドイツの大学にて研究者からの聞き取
り調査、文献収集を行い、学校教育だけでは
なく、一般的なシティズンシップ教育の理論
について把握した。渡独では、ベルリン自由
大学のデ・ハーン教授と生活学領域の研究を
おこなっているパーダボン大学のシュレー
ゲル・マーティス教授の研究室に協力を要請
し、シティズンシップ教育を専門とした研究
者らから聞き取り調査を行った。 
その結果、持続可能な社会の構築を目指し

た 教 育 "Bildung für nachhaltige 
Entwicklung (BNE) "のプロジェクトにおい
て、シティズンシップ教育を学校と地域連携
で推進している先進事例があることが分か
った。実際の学校教育現場においてシティズ
ンシップ教育を推進していくうえで、教員の
専門性と教育力の限界が指摘されている。そ
こで教員以外の専門家の支援を積極的に進
めていくためには、このプロジェクトのよう



に地域の人材をどのように活用しているか
が課題となっている。 
本研究では、学校教育以外の組織と学校と

の連携についてさらに詳しく見るため、市民
団体が自主的に取り組んでいる学習会を訪
れ、関係者からシティズンシップ活動の展開
について意見を聞くことができた。これらの
内容については、今後論文としてまとめてい
く予定である。 
 
(3) ドイツの家庭科教育でのシティズンシ
ップ教育の導入と展開について考察した結
果、消費者教育を中心にシティズンシップ教
育が展開されていることがわかった。ドイツ
の消費生活センターが学校向けに貸し出し
ている教材 BOX やパンフレットから今後、日
本への導入への参考にしていきたい。 
 
(4) シティズンシップ教育は、地域と学校の
連携を密にとっていくことで、さらなる展開
が期待できることがわかった。そこで、地域
の伝統野菜について教科家庭科の授業や総
合学習で活用できる生徒向け（中学生・高校
生）の資料集を作成し、岡山県下の学校へ配
布した。今後は、この資料集を実際に学校で
使用し、その学習効果について検討していき
たい。 
 
(5) 筆者は、平成 20 年 3 月から岡山市 ESD
（持続可能な開発のための教育）推進手法検
討専門部会委員として、岡山地域の学校教育
における持続可能性教育の推進に向けたカ
リキュラム開発を他の研究者と共に行って
いる。この検討専門部会では、指導者と学習
者向けの授業案のパンフレットを作成した。
この内容はシティズンシップの育成を視野
に入れたものであり、シティズンシップ教育
の内容を含んでいる。作成した授業案の授業
実践は、この岡山の ESD（持続可能な開発の
ための教育）活動に参加している中学校で行
う。 
 
(6) ドイツと日本の教育システムの違いか
ら、シティズンシップ教育を比較することは
困難であるが、ドイツでは学校プロジェクト
など学校全体の取組として、シティズンシッ
プ事例を見ることができた。そのため、ドイ
ツの事例は日本の参考となりうる。 

一方で、家庭科教育にシティズンシップ教
育を導入しようとする視点は、ドイツではあ
まり見られない。そのため、日本の家庭科教
育に興味を持っているドイツの研究者が少
なくないことがわかった。そこで、本研究で
日本とドイツの教育に関する論文をドイツ
の研究者にも読んでもらうため、ドイツ語に
まとめ、くらしき作陽大学作陽音楽短期大学
研究紀要に 2報にわたってまとめた。この紀

要をドイツの研究者に見てもらい、意見や感
想をもらうとともに、今後の共同研究に役立
てていきたい。 
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